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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　下記一般式（１）に示されることを特徴とする有機化合物。
【化１】

　式（１）において、
　Ｒ１乃至Ｒ２０は水素原子、ハロゲン原子、置換あるいは無置換のアルキル基、置換あ
るいは無置換のアミノ基、置換あるいは無置換のアリール基、置換あるいは無置換の複素
環基からそれぞれ独立に選ばれる。
　前記アルキル基、前記アミノ基、前記アリール基、前記複素環基が有する置換基は、ア
ルキル基、アラルキル基、アリール基、複素環基、アミノ基、アルコキシル基、ハロゲン
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【請求項２】
　Ｒ１乃至Ｒ２０はそれぞれ独立に前記水素原子、前記置換あるいは無置換のアルキル基
、前記置換あるいは無置換のアリール基から選ばれることを特徴とする請求項１に記載の
有機化合物。
【請求項３】
　Ｒ９、Ｒ１０、Ｒ１９、Ｒ２０の少なくとも一つが前記置換あるいは無置換のアリール
基であることを特徴とする請求項２に記載の有機化合物。
【請求項４】
　陰極と陽極と、前記陽極と陰極の間に配置される有機化合物層とを有する有機発光素子
において、前記有機化合物層の少なくとも１層は請求項１乃至３のいずれか一項に記載の
有機化合物を有することを特徴とする有機発光素子。
【請求項５】
　前記有機化合物層は発光層であることを特徴とする請求項４に記載の有機発光素子。
【請求項６】
　複数の画素を有し、前記複数の画素は請求項４乃至５記載のいずれか一項に記載の有機
発光素子と前記有機発光素子の発光輝度を制御するＴＦＴ素子をそれぞれ有することを特
徴とする画像表示装置。
【請求項７】
　表示部と撮像部とを有し、前記表示部は複数の画素を有し、前記複数の画素は請求項４
乃至５に記載のいずれか一項に記載の有機発光素子と前記有機発光素子の発光輝度を制御
するＴＦＴ素子をそれぞれ有し、前記撮像部は撮像光学系を有することを特徴とする撮像
装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は有機発光素子と画像表示装置が有する新規有機化合物に関する。
【背景技術】
【０００２】
　有機発光素子は、陽極と陰極と、それらの間に配置される有機化合物層とを有する素子
である。前記各電極から電子および正孔を注入することにより、前記有機化合物層中の発
光性有機化合物の励起子を生成させ、該励起子が基底状態にもどる際に光を放出する。
【０００３】
　有機発光素子は有機エレクトロルミネッセンス素子、あるいは有機ＥＬ素子とも呼ばれ
る。有機発光素子の最近の進歩は著しく、低印加電圧で高輝度、発光波長の多様性、高速
応答性、薄型、軽量の発光デバイス化が可能である。
【０００４】
　これまでに新規な発光性有機化合物の創出が盛んに行われている。高性能の有機発光素
子を提供するにあたり、前記化合物の創出が重要であるからである。
【０００５】
　例えば、発光層の材料に用いる例が特許文献１乃至２に記載されている。
　特許文献１には以下の構造式で示される有機化合物が記載されている。
【０００６】
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【化１】

【０００７】
　特許文献２には以下の構造式で示される有機化合物が記載されている。
【０００８】
【化２】

【先行技術文献】
【特許文献】
【０００９】
【特許文献１】特開平２－２４７２７８号公報
【特許文献２】特開平８－１１３５７６号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　上記特許文献に記載の有機化合物とそれを有する有機発光素子は実用化という観点から
は改善の余地がある。
【００１１】
　本発明は基本骨格自体が緑色領域で発光する新規な有機化合物を提供することを目的と
する。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　よって本発明に係る新規有機化合物は、下記一般式（１）に示されることを特徴とする
有機化合物を提供する。
【００１３】
【化３】
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【００１４】
　式（１）において、Ｒ１乃至Ｒ２０は水素原子、ハロゲン原子、置換あるいは無置換の
アルキル基、置換あるいは無置換のアルコキシ基、置換あるいは無置換のアミノ基、置換
あるいは無置換のアリール基、置換あるいは無置換の複素環基からそれぞれ独立に選ばれ
る。
【００１５】
　前記アルキル基、前記アミノ基、前記アリール基、前記複素環基が有する置換基は、ア
ルキル基、アラルキル基、アリール基、複素環基、アミノ基、アルコキシル基、ハロゲン
原子からそれぞれ独立して選ばれる。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明に係る有機化合物は基本骨格自体で緑色領域の発光が可能である。また、基本骨
格自体でバンドギャップが広い、そしてＬＵＭＯが深い新規な有機化合物を提供すること
ができる。また基本骨格に置換基を導入することによって緑色のみならず赤色の発光が可
能な新規有機化合物を提供することができる。そして、これら新規有機化合物を有する有
機発光素子を提供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００１７】
【図１】有機発光素子と有機発光素子に接続するスイッチング素子を示す模式図である。
【発明を実施するための形態】
【００１８】
　はじめに本発明に係る有機化合物を説明する。
　本発明に係る新規有機化合物は、下記一般式（１）に示されることを特徴とする有機化
合物である。
【００１９】
【化４】

【００２０】
　式（１）において、Ｒ１乃至Ｒ２０は水素原子、ハロゲン原子、置換あるいは無置換の
アルキル基、置換あるいは無置換のアルコキシ基、置換あるいは無置換のアミノ基、置換
あるいは無置換のアリール基、置換あるいは無置換の複素環基からそれぞれ独立に選ばれ
る。これら置換基はさらに置換基を有するものも含まれる。
【００２１】
　アルキル基は例えば、メチル基、エチル基、ノルマルプロピル基、イソプロピル基、ノ
ルマルブチル基、ターシャリブチル基、セカンダリブチル基、オクチル基、１－アダマン
チル基、２－アダマンチル基などが挙げられるが、もちろんこれらに限定されるものでは
ない。
【００２２】
　アルコキシ基は例えば、メトキシ基、エトキシ基、プロポキシ基、２－エチル－オクチ
ルオキシ基、フェノキシ基、４－ターシャルブチルフェノキシ基、ベンジルオキシ基、チ
エニルオキシ基等が挙げられるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２３】
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　アミノ基は例えば、－メチルアミノ基、Ｎ－エチルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジメチルアミノ
基、Ｎ，Ｎ－ジエチルアミノ基、Ｎ－メチル－Ｎ－エチルアミノ基、Ｎ－ベンジルアミノ
基、Ｎ－メチル－Ｎ－ベンジルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジベンジルアミノ基、アニリノ基、Ｎ
，Ｎ－ジフェニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジナフチルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジフルオレニルアミ
ノ基、Ｎ－フェニル－Ｎ－トリルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジトリルアミノ基、Ｎ－メチル－Ｎ
－フェニルアミノ基、Ｎ，Ｎ－ジアニソリルアミノ基、Ｎ－メシチル－Ｎ－フェニルアミ
ノ基、Ｎ，Ｎ－ジメシチルアミノ基、Ｎ－フェニル－Ｎ－（４－ターシャリブチルフェニ
ル）アミノ基、Ｎ－フェニル－Ｎ－（４－トリフルオロメチルフェニル）アミノ基等が挙
げられるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２４】
　アリール基は例えば、フェニル基、ナフチル基、インデニル基、ビフェニル基、ターフ
ェニル基、フルオレニル基などが挙げられるが、もちろんこれらに限定されるものではな
い。
【００２５】
　複素環基は例えば、ピリジル基、オキサゾリル基、オキサジアゾリル基、チエニル基、
チアゾリル基、チアジアゾリル基、カルバゾリル基、アクリジニル基、フェナントロリル
基などが挙げられるが、もちろんこれらに限定されるものではない。
【００２６】
　上記置換基、即ちアルキル基、アルコキシ基、アミノ基、アリール基、複素環基がさら
に有する置換基として、
　メチル基、エチル基、プロピル基などのアルキル基、
　ベンジル基などのアラルキル基、
　フェニル基、ビフェニル基などのアリール基、
　ピリジル基、ピロリル基などの複素環基、
　ジメチルアミノ基、ジエチルアミノ基、ジベンジルアミノ基、ジフェニルアミノ基、ジ
トリルアミノ基などのアミノ基、
　メトキシル基、エトキシル基、プロポキシル基、フェノキシル基などのアルコキシル基
、
　シアノ基、フッ素、塩素、臭素、ヨウ素などのハロゲン原子などが挙げられるが、もち
ろんこれらに限定されるものではない。
【００２７】
　本発明者は基本骨格それ自体に注目した。具体的に、以下の２つの性質を有する。
　１つ目は、基本骨格のみの分子が持つ発光波長が所望の発光波長領域に収まり、かつ、
発光量子収率が高いことである。
　一般的に有機発光素子の発光効率を高めるためには、発光中心材料そのものの発光量子
収率が高いことが望まれる。
【００２８】
　本発明において所望の発光波長領域とは緑色領域のことであり、具体的には４８０ｎｍ
以上５３０ｎｍ以下である。
　所望の発光波長を得るために、基本骨格に置換基を設けることが知られているものの化
合物の安定性を損なう場合がある。
【００２９】
　また、発光にかかわる骨格に置換基、つまり、回転構造を有さないことで、回転による
振動に伴う量子収率の低下を抑制することが出来る。
　本発明に係わる有機化合物は、基本骨格で最大発光波長が緑領域で有るにもかかわらず
、回転構造は無く、回転振動による量子収率の低下を抑制する事ができる。
【００３０】
　（他の有機化合物との比較）
　本発明の有機化合物と類似化合物のベンゾ［ｋ］フルオランテンとの比較を行う。
【００３１】
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【化５】

【００３２】
【化６】

【００３３】
　基本骨格として挙げられる構造としてベンゾ［ｋ］フルオランテンが挙げられる。ベン
ゾ［ｋ］フルオランテンの７，１２位にフェニル基が置換された７，１２－ジフェニルベ
ンゾ［ｋ］フルオランテンと、本発明の有機化合物（化合物１）の最大発光波長を比較す
ると、前者は４２８ｎｍに対して本発明の化合物は約４８５ｎｍである。これは、化合物
１が縮環構造のみで緑色領域の発光を有することを示唆している。
【００３４】
　これより、本発明の化合物は基本骨格のみで緑の発光に適した発光を持ち、尚且つ高い
量子収率を得ている。
【００３５】
　２つ目は、本発明に係る有機化合物は、骨格内に２つの５員環構造を有するため、ＨＯ
ＭＯ－ＬＵＭＯのエネルギーレベルが低くなり、酸化に対して安定であることである。
【００３６】
　ＨＯＭＯ－ＬＵＭＯのエネルギーレベルが低くなるこということは、酸化電位が低くな
るということである。これは、酸化されるのによりエネルギーが必要になるため、酸化に
対して安定になることを意味する。
【００３７】
　したがって、本発明に係る有機化合物は、骨格内に２つの５員環構造を有するためＨＯ
ＭＯエネルギーレベルが低く、酸化電位が低くなり、酸化に対して安定である。
【００３８】
　さらに、本発明に係る有機化合物は基本骨格に窒素原子等のヘテロ原子を有していない
。このことも酸化電位が低いことに寄与し、すなわち有機化合物が酸化に対して安定であ
ることに寄与する。
【００３９】
　また、発光材料として用いる際は電子トラップ型発光材料に適している。
　有機発光素子は１対の電極の間に少なくとも１層の有機化合物層を有する。この少なく
とも１層に本発明に係る有機化合物が設けられる。
【００４０】
　本発明に係る有機化合物は、有機発光素子の発光層のゲスト材料またはホスト材料とし
て用いられる。さらに発光層以外の各層、即ちホール注入層、ホール輸送層、ホール・エ
キシトンブロッキング層、電子輸送層、あるいは電子注入層のいずれの層に用いても良い
。
【００４１】
　本発明に係る有機化合物は、有機発光素子の発光層のゲスト材料として好ましく用いる
ことができる。特に緑色発光素子のゲスト材料として用いられることが好ましい。
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　本発明に係る有機化合物の基本骨格に、発光波長を長波長化する置換基を設けることで
赤発光材料とすることもできる。これら長波長化した材料は、基本骨格が本発明に係る有
機化合物と同一であるので、酸化に対して安定である。
【００４３】
　発光波長を長波長化する置換基としてはアリール基やトリアリールアミノ基などが挙げ
られる。
【００４４】
　本発明に係る有機化合物を発光層のゲスト材料として用い、この有機化合物よりもＬＵ
ＭＯが高い材料、言い換えれば真空順位により近いホスト材料を用いることが好ましい。
というのも本発明に係る有機化合物はＬＵＭＯが低いため発光層、すなわちホスト材料に
供給される電子をホスト材料からより良好に受領することができるからである。
【００４５】
　本発明に係る有機化合物は基本骨格自体でバンドギャップが広いので、黄色や赤色発光
層のホスト材料としても用いることができる。
【００４６】
　ここでホスト材料とゲスト材料とは、発光層を構成する化合物の中で、重量比が最も大
きいものがホスト材料であり、発光層を構成する化合物の中でホスト材料よりも重量比が
小さいものがゲスト材料である。
【００４７】
　ホスト材料とゲスト材料についてはさらに後述する。本発明に係る有機化合物は有機発
光素子の発光層のゲスト材料に好ましく用いることができる。その結果本発明に係る有機
化合物を発光させることで緑色発光する有機発光素子を提供することができる。
【００４８】
　（本発明に係る有機化合物の例示）
　上記一般式（１）における化合物の具体例を以下に示す。しかし、本発明はこれらに限
られるものではない。
【００４９】
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【００５０】
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【００５１】
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【００５２】
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【化１０】

【００５３】
　（例示した化合物群のそれぞれの性質）
　例示した化合物のうちＡ群に示すものは分子全体が炭化水素のみで構成されている。炭
化水素のみで構成される化合物は、ＨＯＭＯエネルギーレベルが低い。従って酸化電位が
低くなり、すなわち有機化合物が酸化に対して安定であることを意味する。
【００５４】
　従って本発明に係る有機化合物のうち、炭化水素のみで構成されているＡ群に示す化合
物は、分子の安定性が高いので好ましい。
【００５５】
　また、式（１）においてＲ９乃至Ｒ１０の位置に少なくとも一つ、Ｒ１９乃至Ｒ２０の
位置に少なくとも一つアリール基が導入されていることが好ましい。これは、電子不足構
造である５員環部位周辺を立体的に保護するためである。電子不足構造は電子を受け入れ
やすいため、６員環構造からなる他の部位と比較すると、周辺の分子との間で相互作用が
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より強くなる可能性がある。分子間相互作用に伴う２量化の形成を引き起こすことによる
エネルギーの損失が大きくなることは、発光効率が低下することを意味する。さらに、Ｒ

１、Ｒ９、Ｒ１１、Ｒ１８の位置よりもＲ９、Ｒ１０、Ｒ１９、Ｒ２０の位置にアリール
基を導入する方が、分子間相互作用を抑制する効果がより大きいため効果的である。これ
は、ペリ位の水素または置換基による立体効果に伴い、置換基平面が基本骨格である縮環
構造平面に対してより直交に近い角度で置換されているためである。
【００５６】
　したがって、一般式（２）で示されるような分子構造が好ましい。
【００５７】
【化１１】

【００５８】
　式（２）においてＡｒ１乃至Ａｒ４は、水素原子、アリール基からそれぞれ独立に選ば
れる。選ばれるアリール基は置換基を有しても良い。ここで、Ａｒ１とＡｒ２のうち少な
くとも一つはアリール基であり、かつＡｒ３とＡｒ４のうち少なくとも一つはアリール基
である。
【００５９】
　アリール基は例えば、フェニル基、ナフチル基、インデニル基、ビフェニル基、ターフ
ェニル基、フェナンスレニル基、フルオレニル基、アントラセニル基、ピレニル基、フル
オランテニル基、ベンゾフルオランテニル基、ペリレニル基である。好ましくは、フェニ
ル基、ビフェニル基、ターフェニル基である。というのもスタック抑制効果が高く、かつ
基本骨格の発光波長に与える影響が小さいためである。
【００６０】
　式（２）において、Ｒ２乃至Ｒ７およびＲ１２乃至Ｒ１７は、水素原子、ハロゲン原子
、アルキル基、アルコキシ基、アミノ基、アリール基、複素環基からそれぞれ独立に選ば
れ、好ましくは、水素原子、アルキル基、アリール基である。というのもこの場合式（２
）で示される化合物は炭化水素のみで構成されることになるので、酸化に対して安定であ
るためである。このように式（２）において、Ｒ２乃至Ｒ７およびＲ１２乃至Ｒ１７に置
換基を導入することで、スタックの抑制や発光波長の微調整をすることができる。
【００６１】
　なおこれらアルキル基、アルコキシ基、アミノ基、アリール基、複素環基は置換基を有
しても良い。
【００６２】
　また、Ｂ群のような置換基が窒素原子を含む場合、分子は大きく酸化電位が変化する。
あるいは分子間相互作用が変化する。置換基が窒素原子を含む場合、最大発光波長を長波
長化させることができる。あるいは置換基が窒素原子を含む場合、電極界面もしくは電子
輸送性やホール輸送性、ホールトラップ型発光材料、発光材料として使用した際に１００
％の高濃度で使用するといった用途に用いることができる。
【００６３】
　以上のように例示化合物をＡ乃至Ｂ群として挙げた。これら化合物は基本骨格自体で緑
色発光するものである。また本発明に係る有機化合物の基本骨格は置換基を設けることに
より緑から更に長波長化、具体的には緑色に発光しうる。また一般式［１］で示す有機化
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輸送層やホール注入層やホールブロッキング層等に用いても良い。その場合有機発光素子
の発光色は緑に限らずより具体的には赤でも良いし、白色でも良いし、中間色でもよい。
また赤色を発光する有機発光素子の発光層のアシスト材料やホスト材料に用いることもで
きる。
【００６４】
　（合成ルートの説明）
　本発明に係る有機化合物の合成ルートの一例を説明する。以下に反応式を記す。
【００６５】
　このうち下記式において置換基を導入する場合には、導入する位置の水素原子を他の置
換基に置き換えて合成することができる。置き換える置換基としては、アルキル基、ハロ
ゲン原子、アリール基などが挙げられる。
【００６６】
【化１２】

【００６７】
【化１３】

【００６８】
　（その他有機化合物と原料）
　上記反応式のうちＤ１乃至Ｄ３をそれぞれかえることで種々の有機化合物を合成するこ
とができる。その具体例を表１に合成化合物として示す。下記表は、合成化合物を得るた
めの原料であるＤ１乃至Ｄ３も示す。
【００６９】
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【００７０】
　また、同様に上記反応式のうちＤ４乃至Ｄ６をそれぞれかえることで種々の有機化合物
を合成することができる。その具体例を表２に合成化合物として示す。下記表は、合成化
合物を得るための原料であるＤ４乃至Ｄ６も示す。
【００７１】
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【表２】

【００７２】
　（有機発光素子の説明）
　次に、本発明に係る有機発光素子を説明する。
【００７３】
　本発明に係る有機発光素子は、一対の電極である陽極と陰極とそれらの間に配置される
有機化合物層とを少なくとも有する。この有機化合物層が一般式［１］で表される有機化
合物を有する。
【００７４】
　有機発光素子とは、前記陽極および前記陰極からキャリアを注入することで前記有機化
合物層中の発光性有機化合物の励起子を生成させ、該励起子が基底状態にもどる際に光を
放出する素子である。
【００７５】
　この有機化合物層が発光層である場合、発光層は本発明に係る有機化合物のみから構成
されていても良いし、発光層には他の成分が存在しても良い。
【００７６】
　発光層が本発明に係る有機化合物を一部有しても良い場合とは、本発明に係る有機化合
物が発光層の主成分であってもよく、あるいは副成分であってもよい。
【００７７】
　ここで主成分と副成分とは、発光層を構成する化合物の中で重量比が最も大きいものを
主成分と呼び、主成分よりも重量比が小さいものを副成分と呼ぶ。
【００７８】
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　主成分である材料は、ホスト材料と呼ぶこともできる。
【００７９】
　副成分である材料は、ドーパント（ゲスト）材料である。他にも発光アシスト材料、電
荷注入材料を副成分として挙げることができる。
【００８０】
　なお、本発明に係る有機化合物をゲスト材料として用いる場合、ホスト材料に対するゲ
スト材料の濃度は０．０１ｗｔ％以上２０ｗｔ％以下であることが好ましく、０．５ｗｔ
％以上１０ｗｔ％以下であることがより好ましい。
【００８１】
　本発明者らは種々の検討を行い、本発明の前記一般式［１］で表される有機化合物を発
光層のホスト材料またはゲスト材料、特にゲスト材料として用いた素子が高効率で高輝度
な光出力を有し、極めて耐久性が高いことを見出した。
【００８２】
　以下に、本発明に係る有機化合物を用いた有機発光素子の例を示す。
【００８３】
　本発明に係る有機化合物を用いて作製される有機発光素子としては、基板上に、順次陽
極、発光層、陰極を設けた構成のものが挙げられる。他にも順次陽極、ホール輸送層、電
子輸送層、陰極を設けた構成のものが挙げられる。また順次陽極、ホール輸送層、発光層
、電子輸送層、陰極を設けたものや順次陽極、ホール注入層、ホール輸送層、発光層、電
子輸送層、陰極を設けたものが挙げられる。あるいは順次、陽極、ホール輸送層、発光層
、ホール・エキシトンブロッキング層、電子輸送層、陰極を設けたものが挙げられる。た
だし、これら５種の多層型の例はあくまでごく基本的な素子構成であり、本発明に係る化
合物を用いた有機発光素子の構成はこれらに限定されるものではない。例えば、電極と有
機化合物層界面に絶縁性層を設ける、接着層あるいは干渉層を設ける、電子輸送層もしく
はホール輸送層がイオン化ポテンシャルの異なる２層から構成されるなど多様な層構成を
とることができる。
【００８４】
　本発明に係る一般式［１］で表される有機化合物は、該発光素子の有機化合物層として
いずれの層構成でも使用することができる。
【００８５】
　ここで、本発明の有機化合物以外にも、必要に応じて従来公知のホール注入性化合物や
輸送性化合物やホスト材料であるホスト化合物や発光性化合物や電子注入性化合物や電子
輸送性化合物等を一緒に使用することができる。これらは低分子系及び高分子系のいずれ
でもよい。
【００８６】
　以下にこれらの化合物例を挙げる。
【００８７】
　ホール注入性化合物あるいはホール輸送性化合物としては、ホール移動度が高い材料で
あることが好ましい。正孔注入性能あるいは正孔輸送性能を有する低分子及び高分子系材
料としては、トリアリールアミン誘導体、フェニレンジアミン誘導体、スチルベン誘導体
、フタロシアニン誘導体、ポルフィリン誘導体、ポリ（ビニルカルバゾール）、ポリ（チ
オフェン）、その他導電性高分子が挙げられるが、もちろんこれらに限定されるものでは
ない。
【００８８】
　ホスト化合物としては、具体的な構造式を表３に示す。ホスト化合物は表３に示す構造
式を有する誘導体である化合物であってもよい。またそれ以外に、縮環化合物（例えば、
フルオレン誘導体、ナフタレン誘導体、アントラセン誘導体、ピレン誘導体、カルバゾー
ル誘導体、キノキサリン誘導体、キノリン誘導体等）、トリス（８－キノリノラート）ア
ルミニウム等の有機アルミニウム錯体、有機亜鉛錯体、及びトリフェニルアミン誘導体、
ポリ（フルオレン）誘導体、ポリ（フェニレン）誘導体等の高分子誘導体が挙げられるが
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【００８９】
【表３－１】

【００９０】
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【表３－２】

【００９１】
　電子注入性化合物あるいは電子輸送性化合物としては、ホール注入性化合物あるいはホ
ール輸送性化合物のホール移動度とのバランス等を考慮し選択される。電子注入性能ある
いは電子輸送性能を有する化合物としては、オキサジアゾール誘導体、オキサゾール誘導
体、ピラジン誘導体、トリアゾール誘導体、トリアジン誘導体、キノリン誘導体、キノキ
サリン誘導体、フェナントロリン誘導体、有機アルミニウム錯体等が挙げられるが、もち
ろんこれらに限定されるものではない。
【００９２】
　陽極材料としては、仕事関数がなるべく大きなものがよい。例えば、金、白金、銀、銅
、ニッケル、パラジウム、コバルト、セレン、バナジウム、タングステン等の金属単体あ
るいはこれらの合金、酸化錫、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化錫インジウム（ＩＴＯ）
、酸化亜鉛インジウム等の金属酸化物である。また、ポリアニリン、ポリピロール、ポリ
チオフェン等の導電性ポリマーでもよい。これらの電極物質は単独で使用してもよいし複
数併用して使用してもよい。また、陽極は一層構成でもよく、多層構成でもよい。
【００９３】
　一方、陰極材料としては、仕事関数の小さなものがよい。例えば、リチウム等のアルカ
リ金属、カルシウム等のアルカリ土類金属、アルミニウム、チタニウム、マンガン、銀、
鉛、クロム等の金属単体が挙げられる。あるいはこれら金属単体を組み合わせた合金も使
用することができる。例えば、マグネシウム－銀、アルミニウム－リチウム、アルミニウ
ム－マグネシウム等が使用できる。酸化錫インジウム（ＩＴＯ）等の金属酸化物の利用も
可能である。これらの電極物質は単独で使用してもよいし、複数併用して使用してもよい
。また、陰極は一層構成でもよく、多層構成でもよい。
【００９４】
　本発明に係る有機発光素子において、本発明に係る有機化合物を含有する層及びその他
の有機化合物からなる層は、以下に示す方法により形成される。一般には真空蒸着法、イ
オン化蒸着法、スパッタリング、プラズマあるいは、適当な溶媒に溶解させて公知の塗布
法（例えば、スピンコーティング、ディッピング、キャスト法、ＬＢ法、インクジェット
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法等）により薄膜を形成する。ここで真空蒸着法や溶液塗布法等によって層を形成すると
、結晶化等が起こりにくく経時安定性に優れる。また塗布法で成膜する場合は、適当なバ
インダー樹脂と組み合わせて膜を形成することもできる。
【００９５】
　上記バインダー樹脂としては、ポリビニルカルバゾール樹脂、ポリカーボネート樹脂、
ポリエステル樹脂、ＡＢＳ樹脂、アクリル樹脂、ポリイミド樹脂、フェノール樹脂、エポ
キシ樹脂、シリコーン樹脂、尿素樹脂等が挙げられるが、これらに限定されるものではな
い。また、これらバインダー樹脂は、ホモポリマー又は共重合体として１種単独で使用し
てもよいし、２種以上を混合して使用してもよい。さらに必要に応じて、公知の可塑剤、
酸化防止剤、紫外線吸収剤等の添加剤を併用してもよい。
【００９６】
　（有機発光素子の用途）
　本発明に係る有機発光素子は、表示装置や照明装置に用いることができる。他にも電子
写真方式の画像形成装置の露光光源や、液晶表示装置のバックライトなどがある。
【００９７】
　表示装置は本発明に係る有機発光素子を表示部に有する。表示部とは画素を有しており
、該画素は本発明に係る有機発光素子を有する。表示装置はＰＣ等の画像表示装置として
用いることができる。
【００９８】
　表示装置はデジタルカメラやデジタルビデオカメラ等の撮像装置の表示部に用いられて
もよい。撮像装置は該表示部と撮像するための撮像光学系を有する撮像部とを有する。
【００９９】
　次に、本発明に係る有機発光素子を使用した表示装置について説明する。
【０１００】
　図１は、本発明に係る有機発光素子とそれを駆動するためのスイッチング素子としての
ＴＦＴを有する基板の断面構造を示した模式図である。構造の詳細を以下に説明する。
【０１０１】
　図１の表示装置３は、ガラス等の基板３１とその上部にＴＦＴ又は有機化合物層を保護
するための防湿膜３２が設けられている。また符号３３はＣｒ等の金属のゲート電極３３
である。符号３４はゲート絶縁膜３４であり３５は半導体層である。
【０１０２】
　ＴＦＴ素子３８は半導体膜３５とドレイン電極３６とソース電極３７とを有している。
ＴＦＴ素子３８の上部には絶縁膜３９が設けられている。コンタクトホール（スルーホー
ル）３１０を介して有機発光素子の陽極３１１とソース電極３７とが接続されている。
【０１０３】
　有機化合物層３１２は本図では多層の有機化合物層を１つの層の如き図示をしている。
陰極３１３の上には有機発光素子の劣化を抑制するための第一の保護層３１４や第二の保
護層３１５が設けられている。
【０１０４】
　有機発光素子はＴＦＴ素子により発光輝度が制御される。有機発光素子を複数面内に設
けることでそれぞれの発光輝度により画像を表示することができる。
【０１０５】
　本発明の有機発光素子を用いた表示装置を駆動することにより、良好な画質で、長時間
表示にも安定な表示が可能になる。
【実施例】
【０１０６】
　以下、実施例を説明する。なお本発明はこれらに限定されるものではない。
【０１０７】
　（実施例１）
　［例示化合物Ａ２の合成］
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【０１０８】
【化１４】

【０１０９】
　Ｅ１　５．８ｇ（２５ｍｍｏｌ）、Ｅ２　５．３ｇ（２５ｍｍｏｌ）をエタノール１０
０ｍｌ中に入れ、６０度まで加熱した後、５Ｍ水酸化ナトリウム水溶液１０ｍｌを滴下し
た。滴下終了後８０度に加熱して２時間攪拌した後冷却後、析出物のろ過を行い、水、エ
タノールで洗浄した後、８０℃で減圧加熱乾燥を行い濃緑色の固体Ｅ３を８．１ｇ（収率
：８０％）得た。
【０１１０】
【化１５】

【０１１１】
　次に、Ｅ３　３．０ｇ（７．３ｍｍｏｌ）、Ｅ４　３．２ｇ（８．０ｍｍｏｌ）をトル
エン８０ｍｌ中に入れ、８０℃まで加熱した後、亜硝酸イソアミル　０．９４ｇ（８．０
ｍｍｏｌ）をゆっくり滴下した後、１１０℃で３時間攪拌を行った。冷却後、水１００ｍ
ｌｘ２回で洗浄した。この有機層を飽和食塩水で洗浄し，硫酸マグネシウムで乾燥した後
、この溶液を濾過後、ろ液を濃縮して茶褐色液体を得た。これをカラムクロマトグラフィ
ー（トルエン：ヘプタン＝１：１）にて精製後、クロロホルムとエタノールで再結晶を行
い黄結晶のＥ５を３．２ｇ（収率：７２％）得た。
【０１１２】
【化１６】

【０１１３】
　次に、Ｅ５　２．２ｇ（３．６ｍｍｏｌ）、１－ピレンボロン酸　１．８ｇ（７．２ｍ
ｍｏｌ）、トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（０）　６６０ｍｇ（０．７
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２ｍｍｏｌ）、トリシクロへキシルホスフィン　８００ｍｇ（２．９ｍｍｏｌ）、ジアザ
ビシクロウンデセン　５．４ｍｌ、ジメチルホルムアミド　３６ｍｌを還流するまで過熱
し、６時間攪拌した。冷却後、メタノール２０ｍｌを加え、沈殿物をろ過した。この粉末
をクロロホルム５０ｍｌに溶かし、水１００ｍｌｘ２回で洗浄した。この有機層を飽和食
塩水で洗浄し、硫酸マグネシウムで乾燥した後、この溶液を濾過後、ろ液を濃縮して黄色
液体を得た。これをカラムクロマトグラフィー（トルエン：ヘプタン＝１：４）にて精製
後、クロロホルムとメタノールで再結晶を行い黄結晶のＡ２を１．１ｇ（収率：５１％）
得た。
【０１１４】
　例示化合物Ａ２の１×１０－５ｍｏｌ／Ｌにおけるトルエン溶液の発光スペクトルは、
日立製Ｆ－４５００を用いて、３５０ｎｍの励起波長においてフォトルミネッセンスの測
定を行った結果、４８５ｎｍに最大強度を有するスペクトルを得た。
【０１１５】
　（実施例２）
　［例示化合物Ａ３の合成］
【０１１６】
【化１７】

【０１１７】
　Ｅ８　１３ｇ（５０ｍｍｏｌ）、Ｅ９　１１ｇ（５０ｍｍｏｌ）をエタノール２００ｍ
ｌ中に入れ、６０度まで加熱した後、５Ｍ水酸化ナトリウム水溶液２０ｍｌを滴下した。
滴下終了後８０度に加熱して２時間攪拌した後冷却後、析出物のろ過を行い、水、エタノ
ールで洗浄した後、８０℃で減圧加熱乾燥を行い濃緑色の固体Ｅ６を１８ｇ（収率：８５
％）得た。
【０１１８】
【化１８】

【０１１９】
　次に、Ｅ１０　４．３ｇ（１０ｍｍｏｌ）、Ｅ１１　３．２ｇ（１１ｍｍｏｌ）をトル
エン１００ｍｌ中に入れ、８０℃まで加熱した後、亜硝酸イソアミル　１．３ｇ（１１ｍ
ｍｏｌ）をゆっくり滴下した後、１１０℃で５時間攪拌を行った。冷却後、水１００ｍｌ
ｘ２回で洗浄した。この有機層を飽和食塩水で洗浄し、硫酸マグネシウムで乾燥した後、
この溶液を濾過後、ろ液を濃縮して茶褐色液体を得た。これをカラムクロマトグラフィー
（トルエン：ヘプタン＝１：１）にて精製後、クロロホルムとエタノールで再結晶を行い
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黄結晶のＥ１２を５．４ｇ（収率：８５％）得た。
【０１２０】
【化１９】

【０１２１】
　次に、Ｅ１２　１．３ｇ（２．０ｍｍｏｌ）、Ｅ１３　０．９１ｇ（３．０ｍｍｏｌ）
、トリス（ジベンジリデンアセトン）ジパラジウム（０）　０．３７ｇ（０．４ｍｍｏｌ
）、トリシクロへキシルホスフィン　０．４５ｇ（１．６ｍｍｏｌ）、ジアザビシクロウ
ンデセン　３．０ｍｌ、ジメチルホルムアミド　５ｍｌを還流するまで過熱し、８時間攪
拌した。冷却後、メタノール５０ｍｌを加え、沈殿物をろ過した。この粉末をクロロホル
ム１００ｍｌに溶かし、ろ液を、水１００ｍｌｘ２回で洗浄した。この有機層を飽和食塩
水で洗浄し、硫酸マグネシウムで乾燥した後、この溶液を濾過後、ろ液を濃縮して黄色液
体を得た。これをカラムクロマトグラフィー（トルエン：ヘプタン＝１：４）にて精製後
、クロロホルム／メタノールで再結晶を行い黄結晶のＡ３を０．３９ｇ（収率：３０％）
得た。
【０１２２】
　例示化合物Ａ３の１×１０－５ｍｏｌ／Ｌにおけるトルエン溶液の発光スペクトルは、
日立製Ｆ－４５００を用いて、３５０ｎｍの励起波長においてフォトルミネッセンスの測
定を行った結果、４８５ｎｍに最大強度を有するスペクトルを得た。
【０１２３】
　（実施例３）
　［例示化合物Ａ５の合成］
　実施例１で用いられる有機化合物Ｅ２をＥ１５に変更する以外は実施例１と同様の反応
、精製でＡ５を得た。
【０１２４】
【化２０】

【０１２５】
　例示化合物Ａ５の１×１０－５ｍｏｌ／Ｌにおけるトルエン溶液の発光スペクトルは、
日立製Ｆ－４５００を用いて、３５０ｎｍの励起波長においてフォトルミネッセンスの測
定を行った結果、４８８ｎｍに最大強度を有するスペクトルを得た。
【０１２６】
　（実施例４）
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　［例示化合物Ａ１０の合成］
　実施例１で用いられる有機化合物Ｅ２をＥ１５、１－ピレンボロン酸をＥ１６に変更す
る以外は実施例１と同様の反応、精製でＡ１０を得た。
【０１２７】
【化２１】

【０１２８】
　例示化合物Ａ１０の１×１０－５ｍｏｌ／Ｌにおけるトルエン溶液の発光スペクトルは
、日立製Ｆ－４５００を用いて、３５０ｎｍの励起波長においてフォトルミネッセンスの
測定を行った結果、４９０ｎｍに最大強度を有するスペクトルを得た。
【０１２９】
　（実施例５）
　［例示化合物Ａ１１の合成］
　実施例１で用いられる有機化合物Ｅ１をＥ１７、１－ピレンボロン酸をＥ１６に変更す
る以外は実施例１と同様の反応、精製でＡ１１を得た。
【０１３０】

【化２２】

【０１３１】
　例示化合物Ａ１１の１×１０－５ｍｏｌ／Ｌにおけるトルエン溶液の発光スペクトルは
、日立製Ｆ－４５００を用いて、３５０ｎｍの励起波長においてフォトルミネッセンスの
測定を行った結果、４９０ｎｍに最大強度を有するスペクトルを得た。
【０１３２】
　（実施例６）
　［例示化合物Ａ２６の合成］
　実施例２で用いられる有機化合物Ｅ９をＥ１８に変更する以外は実施例１と同様の反応
、精製でＡ２６を得た。
【０１３３】
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【化２３】

【０１３４】
　例示化合物Ａ２６の１×１０－５ｍｏｌ／Ｌにおけるトルエン溶液の発光スペクトルは
、日立製Ｆ－４５００を用いて、３５０ｎｍの励起波長においてフォトルミネッセンスの
測定を行った結果、４８８ｎｍに最大強度を有するスペクトルを得た。
【０１３５】
　（実施例７乃至１２）
　本実施例では、多層型有機発光素子の第五の例で示した素子（陽極／ホール注入層／ホ
ール輸送層／発光層／ホール・エキシトンブロッキング層／電子輸送層／陰極）とした。
ガラス基板上に１００ｎｍのＩＴＯをパターニングした。そのＩＴＯ基板上に、以下の有
機層と電極層を１０－５Ｐａの真空チャンバー内で抵抗加熱による真空蒸着して連続製膜
し、対向する電極面積が３ｍｍ２になるようにした。
ホール輸送層（４０ｎｍ）　Ｇ－１
発光層（３０ｎｍ）　ホストＧ－２、ゲスト：例示化合物　（重量比　５％）
ホール・エキシトンブロッキング層（１０ｎｍ）　Ｇ－３
電子輸送層（３０ｎｍ）　Ｇ－４
金属電極層１（１ｎｍ）　ＬｉＦ
金属電極層２（１００ｎｍ）　Ａｌ
【０１３６】
【化２４】

【０１３７】
　ＥＬ素子の特性は、電流電圧特性をヒューレッドパッカード社製・微小電流計４１４０
Ｂで測定し、発光輝度は、トプコン社製ＢＭ７で測定した。
【０１３８】
　実施例７乃至実施例１２の発光効率と電圧を表４に示す。
【０１３９】



(25) JP 5578934 B2 2014.8.27

10

20

30

【表４】

【０１４０】
　（実施例１３乃至１７）
　本実施例では、多層型有機発光素子の第五の例で示した素子とした。多層構成は陽極、
ホール注入層、ホール輸送層、発光層、電子輸送層、電子注入層、陰極の順である。
【０１４１】
　共振構造を有する有機発光素子を以下に示す方法で作製した。
【０１４２】
　支持体としてのガラス基板上に反射性陽極としてのアルミニウム合金（ＡｌＮｄ）を１
００ｎｍの膜厚でスパッタリング法にて成膜する。さらに、透明性陽極としてＩＴＯをス
パッタリング法にて８０ｎｍの膜厚で形成する。次に、この陽極周辺部にポリイミド製の
素子分離膜を厚さ１．５μｍで形成し、半径３ｍｍの開口部を設けた。これをアセトン、
イソプロピルアルコール（ＩＰＡ）で順次超音波洗浄した後、ＩＰＡで煮沸洗浄して乾燥
する。さらに、この基板表面に対してＵＶ洗浄を施す。
【０１４３】
　更に、以下の有機層を１０－５Ｐａの真空チャンバー内で抵抗加熱による真空蒸着して
連続製膜した後に、陰極としてＩＺＯをスパッタリング法にて成膜して膜厚３０ｎｍの透
明性電極を形成する。形成した後に、窒素雰囲気中において、封止する。
【０１４４】
　以上により、有機発光素子を形成する。
ホール注入層（１３５ｎｍ）　Ｇ－１１
ホール輸送層（１０ｎｍ）　Ｇ－１２
発光層（３５ｎｍ）　ホストＧ－１３、ゲスト：例示化合物（重量比　２％）
電子輸送層（１０ｎｍ）　Ｇ－１４
電子注入層（７０ｎｍ）　Ｇ－１５（重量比　８０％）、Ｌｉ（重量比　２０％）
【０１４５】
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【化２５】

【０１４６】
　ＥＬ素子の特性は、電流電圧特性をヒューレッドパッカード社製・微小電流計４１４０
Ｂで測定し、発光輝度は、トプコン社製ＢＭ７で測定した。
【０１４７】
　実施例１３乃至実施例１７の発光効率と電圧を表５に示す。
【０１４８】

【表５】

【０１４９】
　（結果と考察）
　本発明に係わる有機化合物は高い量子収率と緑に適した発光を有する新規化合物であり
、有機発光素子に用いた場合、良好な発光特性を有する発光素子を作ることができる。
【符号の説明】
【０１５０】
　３８　ＴＦＴ素子
　３１０　コンタクトホール（スルーホール）
　３１１　陽極
　３１２　有機層
　３１３　陰極
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